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研究成果の概要（和文）：就学時保健情報について、極低出生体重児ら学校生活支援が必要な児を把握するため
際の必要性および活用可能性を明らかにすることを目的とした。
層化無作為抽出法で選定した994小学校の養護教諭を対象とした質問紙調査の結果、発達障害児の支援経験のあ
る養護教諭が就学時保健情報をとても必要と回答した割合が有意に多かった。12人の養護教諭を対象にした個別
面接調査を国際生活機能分類に基づいて分析した結果、就学時健診の受診結果から情報収集が必要と判断した児
を幼稚園・保育所に問い合わせたり、保護者と相談を実施し、支援の方向性を検討していた。
調査結果から「学校生活支援を検討するための情報活用プロセスモデル」を作成した。

研究成果の概要（英文）：The purpose was to examine for the effective use of the enrollment health 
information (EHI) by clarifying the necessity and possibility of utilization, of utilization of 
health information at the time of school enrollment when school nurses (SNs) examine school life 
support. Two studies were conducted: a quantitative study that analyzed the results of an anonymous 
questionnaire survey of 291 SNs, and a qualitative study that analyzed the results of 
semi-structured interviews of 12 SNs. 
As a result of the quantitative investigation, the school life support experience of SN was related 
to the concept of necessity and availability of EHI. Qualitative studies revealed that SNs consider 
EHI, which is classified into activity and environmental factors in the ICF, to be important. From 
the result of 2 studies, "Process of using EHI to consider school life support" was modeled. This is
 a model for SNs to use the ICF to examine EHI when considering school life support.

研究分野： 学校保健

キーワード： 養護教諭　国際生活機能分類　就学時健康診断　幼稚園・保育所・小学校連携

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
昭和33年から法令に基づいて実施されている就学時健康診断の結果は、就学猶予や就学相談等の就学指導に活用
されているが、入学後の学校生活の支援に活用する方策はこれまで検討されておらず、新規性が高い。また、す
べての児の幼稚園幼児指導要録や保育所児童保育要録が小学校に送付されているが、情報の活用実態が不明であ
った。今回の調査で情報の活用プロセスが明らかにされ、今後情報活用が推進すると考えられる。
さらに、本調査で作成した「学校生活支援を検討するための情報活用プロセスモデル」を使用することで、情報
を可視化することができるため、支援を実施する際の学校内外の関係職種との教職員との協働がよりスムーズに
なる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
近年 1500ｇ未満で出生した極低出生体重児（以下 VLBW 児）の生命予後は改善している。

しかし、VLBW 児は発達障害の発症率が高いことが明らかになっている。また、先行研究によ
ると、発達障害と診断されなくても、学校生活において学習、給食、友人関係などで困難があ
り、学校不適応の割合が高いことが明らかになっている。研究代表者が平成 25 年に事前調査
として小学校通常学級に在籍する VLBW 児をもつ母親 12 名に面接調査を実施したところ、
VLBW 児の学校生活上の困難についての保護者や担任教諭など学校教職員の認識が十分では
なく、効果的な支援に繋がっていなかった。医学的な異常や障害がない場合でも、VLBW 児は
学校不適応などの二次障害を起しやすく、支援の必要性が高いといえる。さらに、平成 24 年
の文部科学省の調査では、教育的支援を必要する児童生徒のうち約 4 割がまったく支援を受け
ていないことが示されている。このため、教育的支援の必要性が高い児童生徒のスクリーニン
グを的確に行うことにより、学校生活上の困難の発生予防や適切な特別支援教育につなげてい
くことが重要であるといえる。特に、就学は大きなライフイベントであり、VLBW 児などの学
校生活支援が必要な児を早期に把握し、教職員の理解を得るといった準備をした上で学校生活
をスタートさせることは重要である。養護教諭は発達や健康課題のある児について、校内外の
関係者と連携する際にコーディネーターの役割が求められているため、健康診断等から把握し
た児の課題や困難の有無を校内外の関係者との連携に活用する役割があるといえる。しかし、
養護教諭が学校生活を支援するための情報として就学時健診の結果や幼稚園・保育所の要録の
内容、幼保小連絡会での聞き取りなどの就学時保健情報を活用しているかは不明である。 
 
２．研究の目的 

 
就学時保健情報の学校生活支援へのより効果的な活用方法が明らかとなれば、早期から適切

な学校生活支援を受けることのできる児が VLBW 児に限らず増加すると考えられるため、児
は健康・発育・発達が保証された学校生活を送ることができるといえる。また、すでに長年実
施されている健康診断や幼稚園・保育所・小学校連携の情報において着眼すべき点と学校生活
支援へのつながりが明らかとなれば、既存のシステムを大きく変更せずに効果を上げることが
可能であるため、学校現場で受け入れやすいといえる。 
以上のことから、養護教諭が学校生活支援を検討する際の就学時保健情報の必要性・活用可

能性および、その活用の実態を明らかにすることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究は,就学時保健情報について、養護教諭が学校生活支援を検討する際の必要性・活用可
能性および、その活用の実態を明らかにすることにより、就学時保健情報の有効活用への方策
を検討することを目的とした。目的を達成するために養護教諭への質問紙調査およびインタビ
ュー調査の 2つの研究を行った。 
（１）質問紙調査は養護教諭が学校生活支援を検討する際の保健情報の必要性・活用可能性と
活用の実態を明らかにすることを目的とした。市町村規模による層化無作為抽出法により 994
小学校を選定し、養護教諭に郵送による無記名自記式質問紙調査を平成 27年 7月に実施した。
回答が得られた 291 人（回収率 29.3％）を分析対象とした。質問内容は①学校保健安全法施行
規則により定められている健康診断項目、就学時健康診断問診票（以下問診票）、保健調査票、
幼稚園・保育所要録（以下、要録）の各項目について、養護教諭が学校生活上の支援を検討す
る際の必要性・活用可能性②1 型糖尿病児、齲歯が多い児、超低出生体重児の事例をあげ、養
護教諭が支援の必要性及び支援内容を考える際のアセスメント活動（以下アセスメント）と学
校における対応（以下、対応）③養護教諭の属性と小学校での支援経験とした。アセスメント
は自由記載とし、養護教諭の活動はいかなる健康状態にある児でも学校生活を有意義に送れる
よう支援することを目的としているため、国際生活機能分類（以下 ICF 分類）に基づいて分類
した。対応は選択肢をあげ回答を求めた（複数回答可）。分析は記述統計及びχ２検定を実施し、
有意水準を 5％未満とした。 
（２）インタビュー調査は養護教諭が着目した保健情報及び学校生活支援への活用実態を明ら
かにすることを目的とした。質問紙調査で面接可能と回答した養護教諭および機縁法で紹介を
得た養護教諭 12名に半構造化面接を行った。調査期間は平成 28 年 3月～平成 29 年 2 月であっ
た。質問内容は、保健情報の活用状況（情報源、着目した情報）および実際に保健情報を活用
して支援した事例の経緯や経過とした。収集したデータから逐語録を作成し、コードを作成し
た。コードは質的記述的に分析したが、養護教諭が着目した情報のコードは ICF 分類に沿って
分類した。情報源および ICF 分類の「健康状態」「心身機能・構造」「個人因子」はコードと＜
サブカテゴリー＞で構成し、「活動」「参加」「環境因子」学校生活支援はコード、＜サブカテゴ
リー＞に加え【カテゴリー】まで作成した。 
  
４．研究成果 
 



（１）質問紙調査に解答した養護教諭の経験年数は 20 年以上が 56.7％であった。就学時保健
情報で半数以上が「とても必要」と回答した項目は問診票が「除去食の希望」など３項目、要
録、就健結果、保健調査票、定健康結果が各１項目であった。また半数以上が「とても役立つ」
と回答した項目は問診票が「アレルギーの有無」など３項目、保健調査票が１項目であった。
発達障害児への支援経験のある養護教諭は「とても必要」とした割合が要録の「人間関係」や
問診票の「既往歴」など４項目で有意に多く、「とても役立つ」とした割合も保健調査票の「現
病歴」など２項目で有意に多かった。事例のアセスメントでは、「環境因子」が 1型糖尿病児で
は 86.3％、齲歯が多い児では 59.1％、超低出生体重児では 77.0％であった。「活動」は 1型糖
尿病児では 55.3％、齲歯が多い児では 67.4％、超低出生体重児では 39.5％であった。3事例と
も「個人因子」「参加」の記載は少なかった。以上の結果から、養護教諭は、保護者が記載する
問診票を他の就学時保健情報より必要性,活用可能性が高いと考えていたといえる。また、発達
障害の支援経験がある養護教諭は経験から必要な学校生活支援を予測して情報に着目している
と考えられる。 
（２）インタビュー調査に協力が得られた養護教諭の平均経験年数は19.4土11.4年であった。
446 コード、231 サブカテゴリー、89 カテゴリーが抽出された。養護教諭は＜就学時健診の結
果と受診状況＞を情報源として【言語的コミュニケーションによる意思疎通の状況】や【発達
障害が疑われる行動パターン】に着目していた。＜保護者＞の申し出から＜食物アレルギー＞
などの「心身機能・構造」の制限を把握した児、【虐待の可能性】がある児、【就学時健診の結
果から情報収集を必要と判断】した児は、＜幼稚園・保育所に問い合わせ＞たり＜保護者との
相談を実施＞し情報収集を行っていた。情報収集で【学校生活支援への保護者の希望】を確認
し【関係教職員で支援の方向性を検討】していた。入学後は児の【集団行動上の問題の有無】
や【給食摂取の状況】に着目し【児に応じた支援体制】を構築し【担任と連携して支援を実施】
していた。これらの結果から、養護教諭、は就学時健診問診票と就学時健診での児の様子に着
目していたといえる。また、養護教諭が着目した情報は ICF 分類を用いるとほぼ集約できるこ
とが明らかとなった。就学時保健情報の分類に ICF 分類を活用することで、就学時保健情報を
学校生活支援に有効活用できる可能性が示唆された。 
以上、2 つの研究結果から、養護教諭は、就学時健診の情報を学校生活支援の必要な児の発

見と支援の検討に活用していたといえる。本研究により、就学時健診は児を小学校の教職員が
観察できるよう学校主体で実施することが望ましいことが示唆された。また、保健情報の学校
生活支援活用のために就学時保健情報と情報のアセスメントおよびアセスメントに対する対応
より、ICF 分類を活用した「学校生活支援を検討するための情報活用プロセス」を集約し、モ
デル化した。 
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